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本   編 

 

１ 計画策定の背景 

（１）地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

 温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤

に関わる安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つとされてい

ます。既に世界的にも平均気温の上昇、雪氷あるいは凍土の融解、海面水位の上昇

が観測されています。 

 2015年 11月から 12月にかけて、フランス・パリにおいて、COP21（国連気

候変動枠組条約第 21回締約国会議）が開催され、京都議定書以来 18年ぶりの新た

な法的拘束力のある国際的な合意文書となるパリ協定が採択されました。 

 合意に至ったパリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業

革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求するこ

と」や「今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げたほか、

附属書 I国（いわゆる先進国）と非附属書 I国（いわゆる途上国）という附属書に

基づく固定された二分論を超えた全ての国の参加、国が決定する貢献（nationally 

determined contribution）を５年ごとに提出・更新する仕組み、適応計画プロセ

スや行動の実施等を規定しており、国際枠組みとして画期的なものと言えます。 

 2018 年に公表された IPCC※「1.5℃特別報告書」によると、世界全体の平均気

温の上昇を、２℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、CO₂排出量を 

2050 年頃に実質ゼロとすることが必要とされています。この報告書を受け、世界

各国で、2050 年までのカーボンニュートラル※を目標として掲げる動きが広がり

ました。 

 

（２）地球温暖化対策を巡る国内の動向 

 2021年 10月には、地球温暖化対策計画の閣議決定がなされ、５年ぶりの改定

が行われました。改定された地球温暖化対策計画では、2050年カーボンニュート

ラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進していくこと、中期目標として、

2030年度において、温室効果ガスを 2013年度から 46％削減することを目指し、

さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていくという新たな削減目標も示されまし

た。 
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表 1 地球温暖化対策計画における 2030年度温室効果ガス排出削減量の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：環境省（2021）「地球温暖化対策計画」 

 

本市においては、「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」として、2001年に

「第１期 門真市エコオフィス推進計画」策定以来、これまでに４度の改定を行い、

市の事務事業から排出される温室効果ガス削減等の取組を推進してきました。 

  このたび、「第５期 門真市エコオフィス推進計画」の計画期間満了に伴い、「第

６期 門真市エコオフィス推進計画」を策定しました。これに基づき、行政自らが

率先して温室効果ガスの排出を抑制すべく、積極的な取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆ゼロカーボンシティ宣言 

2022年６月 6日、門真市議会第 2回定例会において、市長は 2050年までに二酸化

炭素の排出量の実質ゼロを目指す、いわゆるゼロカーボンシティ宣言を行いました。 

本市は、713番目のゼロカーボンシティ表明都市であり、全国で 1,013自治体（2023

年 12月 28日時点）がゼロカーボンへの挑戦を約束しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

２ 基本的事項 

（１）計画の目的 

  「第６期 門真市エコオフィス推進計画（以下「本計画」という。）」は、「地球温

暖化対策の推進に関する法律（以下「地球温暖化対策推進法」という。）」第 21条

第 1項及び第 13項の規定により、地方公共団体に策定と公表が義務付けられてい

る「地方公共団体実行計画(事務事業編)」であり、国の地球温暖化対策計画に即し

て、本市が実施している事務及び事業に関し、再生可能エネルギーへの転換、省エ

ネルギー化などの取組を推進し、温室効果ガスの排出量を削減することを目的とし

て策定するものです。 

 

（２）計画の対象範囲 

  本計画の対象範囲は、本市の全ての事務及び事業（指定管理施設を含む。）としま

す。ただし、一部事務組合の事業については対象外とします。 

 

（３）対象とする温室効果ガスの種類 

  本計画では、二酸化炭素(CO₂)、メタン(CH₄)、一酸化二窒素(N₂O)、ハイドロ

フルオロカーボン類(HFCs)、の４種類を対象範囲とします。 

なお、地球温暖化対策推進法第２条第 3項では、パーフルオロカーボン類(PFCs)、

六ふっ化硫黄(SF₆)、三ふっ化窒素(NF₃)も温室効果ガスに含まれていますが、庁内

では使用されないことから対象外とします。 

  温室効果ガスの種類 本市の主な発生源 地球温暖化係数 

対

象 

二酸化炭素(CO₂) 
燃料の使用（ガソリン、灯油、重油、都市ガス等） 

他人から供給された電気の使用、一般廃棄物の焼却 
1 

メタン(CH₄) 
自動車の走行、一般廃棄物の焼却 

燃料の使用（家庭用機器、ガス機関、ガソリン機関） 
25 

一酸化二窒素(N₂O) 
自動車の走行、一般廃棄物の焼却 

燃料の使用（家庭用機器、ガス機関、ガソリン機関） 
298 

ハイドロフルオロ 

カーボン類(HFCs) 
カーエアコンの使用 

1,430 

(HFC-134a) 

対

象

外 

パーフルオロ 

カーボン類(PFCs) 
― 

7,390 

(PFC-14) 

六ふっ化硫黄(SF₆) ― 22,800 

三ふっ化窒素(NF₃) ― 17,200 
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（４）計画期間 

  計画期間は、2023年度から国の中期目標である 2030年度までとします。基準

年度は、国が推奨する 2013年度の詳細な算定データの蓄積が本市にないため、把

握可能な直近の年度である 2015年度とします。 

 

 

（５）計画の位置づけ 

本市の最上位計画である「門真市第６次総合計画」で定めるまちづくりの基本目

標「安全・安心で快適な住まいと環境のあるまちの実現」を担う計画の一つであり、

「門真市環境基本計画」や「門真市一般廃棄物処理基本計画」等の関連計画とも整

合を図ります。 

  

 

2015年度 ・・・・・・ 2023年度 ・・・・・・ 2030年度 

【基準年度】  【計画策定】  【目標年度】 

計  画  期  間 
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３ 「温室効果ガス総排出量※」に関する数量的な目標 

（１）目標設定の考え方 

 １）総論 

2021年 10月に閣議決定された地球温暖化対策計画では、2050年カーボンニュ

ートラル※の達成という長期目標と、当該目標に整合的で野心的な中期目標として

2030年度において温室効果ガス 46％削減（2013年度比）を目指すこと、さらに

は 50％の高みに向けて挑戦を続けるという新たな削減目標を表明しました。 

  また、大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）では、2030年度の府域の

温室効果ガス排出量 40％削減（2013年度比）を目指しています。 

 以上を踏まえ、本計画でも、2050年カーボンニュートラルという高き目標を達

成することを目指し、また、市内の取り組みをけん引する立場であることから、国

及び大阪府を上回る目標を設定することとします。 

   

 

２）一般廃棄物焼却由来 

2020年３月策定の門真市一般廃棄物処理基本計画では、最終目標年度を 2029

年度とし、施策実施後の家庭系・事業系ごみ総排出量を推計しています。ここでは、

2029年度のごみ総排出量について、2015年度比27.9％削減を目標としています。 

しかし、2020年 4月に施行された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関

する法律（以下「プラスチック資源循環法」という。）」への対応に伴う製品プラス

チックの分別回収実施などによる効果を考慮し、本計画では、2030年度における

一般廃棄物焼却由来の温室効果ガス排出量について、2015年度比で 44％削減を目

標とします。 
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（２）数量的な目標 

2030年度までに、温室効果ガス総排出量※を 2015年度比で 44％以上削減する

ことを目標とします。（国の新たな削減目標では 2013年度比で 50％ですが、本市

では基準年度が 2015年度のため、国の 2013年度から 2015年度の削減実績（６％）

分を除き 44％とします。） 

 

 年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

温室効果ガス 

総排出量(t-CO₂) 
33,366 29,735 31,502 28,166 27,655 

削減率 ― 10.88% 5.59% 15.58% 17.12% 

 年度 2020年度 2021年度 2022年度 ・・・・ 2030年度 

温室効果ガス 

総排出量(t-CO₂) 
22,776 25,624 22,717 ・・・・ 18,684 

削減率 31.74% 23.20% 31.92% ・・・・ 44% 

 

（旧計画策定時には、①一般廃棄物の焼却に伴う二酸化炭素の排出量に合成繊維由

来の数値を算入していなかったこと、②LPG※の使用量に単位の誤りがあったことか

ら、温室効果ガス総排出量を修正しています。） 

 

温室効果ガス 

の種類 
使用区分 

削減目標

（％） 

温室効果ガス総排出量

（t-CO₂） 

基準年度 

（2015） 

目標年度 

（2030） 

エネルギー 

起源 CO₂ 

燃料の使用 

44 

1,794.0 1004.6 

電気の使用 11,841.1 6631 

CH₄ 

燃料の使用（家庭用機器、ガス機関等） 0.2 0.1 

自動車の走行 0.9 0.5 

下水等の処理 9.6 5.3 

N₂O 

燃料の使用（家庭用機器、ガス機関等） 0.0 0.0 

自動車の走行 2.1 1.1 

下水等の処理 2.7 1.5 

笑気ガスの使用 0.3 0.1 

HFCs カーエアコンの使用 1.4 0.7 

一般廃棄物の焼却 19,714.2 11,039 

合計 44 33,366 18,684 
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４ 目標達成に向けた取組 

（１）目標達成に向けた取組の基本方針 

地球温暖化対策推進法において、地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及

ぼすものであり、全ての者が自主的かつ積極的に地球温暖化を防止するという課題

に取り組むことにより、地球温暖化対策の推進を図ることが求められています。 

  特に地方公共団体は、当該地域において、温室効果ガスを多く排出する大規模排

出事業者でもあるとともに、市民・事業者に対して脱炭素化に向けた行動の模範を

示すことが求められていることから、本市自らが率先して、その事務及び事業に関

し温室効果ガスの排出の削減等のための措置を実行することの意義は極めて高いも

のであります。 

  このことを踏まえ、本計画では「デコ活※で CO
コ ツ

2CO
コ ツ

2減らす 脱炭素」を基本

方針とし、日々の生活・仕事の中で「デコ活」を実践し、脱炭素社会※の実現を目

指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デコ活で CO
コ ツ

2CO
コ ツ

2減らす 脱炭素 
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  基本方針を軸に２つの基本目標を設定し、「政府がその事務及び事業に関し温室効

果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画の実施要領」を参

考に、取組施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

    職員の環境意識を醸成するとともに、一人ひとりが日常の中で取り組むこと

のできる「エコオフィス活動」を推進することにより排出される温室効果ガス

の削減を推進します。 

 

 

 

 

 

 

    公共施設における設備等を省エネ型機器へ更新、庁舎の断熱性能の向上に努

めることで省エネルギー化を図ります。施設管理者は、省エネルギー化を意識

した運用を実施します。 

また、ZEB※化達成に向けて再生可能エネルギー※の導入を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員一人ひとりによるエコオフィス活動の推進 基本目標１ 

 公共施設における省エネルギー・創エネルギーの導入促進基本目標２ 

☆デコ活宣言 

環境省では、2050年カーボンニュートラル※及び 2030年温室効果ガス削減目標

の実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変革を強力に後押しする

ため、新しい国民運動「デコ活」の推進を呼びかけています。 

本市も、この呼びかけに賛同し、「デコ活宣言」を行いました。 

職員一同、市民・事業者の皆様とともに、日々の生活、仕事の中で、「デコ活」を

実践し、「ゼロカーボンシティ」実現に向けて取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

●デコ活とは？ 

環境省が 2050 年にカーボンニュートラル及び 2030 年温室効果ガス削減目標の

実現に向けて展開する「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」の

愛称です。二酸化炭素(CO₂)を減らす(DE)脱炭素(Decarbonization）と、環境に

良いエコ(Eco)を含む“デコ”と活動・生活 を組み合わせた新しい言葉です。 
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（２）取組施策体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組施策１ 

施設や設備等の運用の見直し 

取組施策２ 

省エネルギー設備等の導入促進 

取組施策３ 

再生可能エネルギー※の導入促進 

取組施策４ 

クリーンセンターでの焼却量削減に関する取組 

デ
コ
活
で 

C

O
2

C

O
2

減
ら
す 

脱
炭
素 

【基本方針】 

１ 職員一人ひと 

  りによるエコ 

オフィス活動 

の推進 

２ 公共施設にお 

  ける省エネル 

  ギー・創エネ 

  ルギーの導入 

促進 

【基本目標】 

取組施策３ 

移動時の取組 

【取組施策】 

取組施策２ 

執務室での取組 

取組施策１ 

働き方に関する取組 

取組施策４ 

ごみの排出量削減に関する取組 

取組施策５ 

環境意識を醸成するための取組 

コ 

ツ 
 

 
 

コ 

ツ 
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（３）目標達成に向けた具体的な取組内容 

 
 

  取組施策１ 働き方に関する取組                

長時間の照明・空調・パソコン等の使用に伴うエネルギー消費量を削減するた

めには、業務の合理化・効率化や業務量そのものを減らすことによる時間外勤務

の縮減が必要です。ワーク・ライフ・バランス※の向上のためにも、ノー残業デー・

ノー残業月間を励行し、事前に会議開催目的を共有することで会議時間を短縮す

る等、業務時間を縮減できるよう工夫を図ります。 

また、業務の効率化のためにはテレワークやウェブ会議の実施も有効です。特

にウェブ会議の実施による移動時間の縮減を通じて、移動に伴う二酸化炭素排出

量を削減するとともに、時間外勤務時間の縮減も図ります。 

 

  取組施策２ 執務室での取組                  

 

照明 

使用していない会議室やトイレ、更衣室等の消灯を徹底する。 

終業時、最終退庁者による消灯を徹底する。 

業務に支障のない範囲での消灯を徹底する。 

空調 

室内温度は、夏季 28℃冬季 20℃を目安とし、過度な使用はしない。 

外気温や湿度、立地、建物の状況等も考慮し、適切に使用する。 

会議室等での使用後は電源を切ることを徹底する。 

室温に適した働きやすい服装で勤務する。 

ブラインドを活用し、執務室の室温調整を図る。 

OA機器 

離席するときは電源のスリープ機能を活用し、90分以上の離席の場合は、電

源を切る。 

使用していない機器の電源は切る。 

パソコンディスプレイの輝度は 40％を目安とし支障のない範囲で下げる。 

水、給湯 

トイレや給湯室等では節水する。 

電気ポットを長時間使用しない時は電源を切る。 

必要以上のお湯を沸かさない。 

その他 
エレベーターの使用を控え階段を利用する。 

温水洗浄便座は、季節ごとに温水と便座温度の調整を行う。 

 

 

 

基本目標１ 職員一人ひとりによるエコオフィス活動の推進 
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空調 

☆空調は設定温度より体感温度で調整をしましょう！ 

 人により体感温度は異なります。また、活動状況や湿度によっても異なります。 

まずは、着るものを工夫してみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：(一財)省エネルギーセンター 家庭の省エネ大辞典 

カーディガン 

+2.2℃ 

ひざかけ 

+2.5℃ 

ノーネクタイ・ノー上着 

-2.0℃ 

☆LED照明も、点灯時間を短くすることが節電につながります 

 ９Wの電球形 LEDランプ１灯の点灯時間を１日１時間短縮した場合 

年間で電気 3.29kWhの省エネ 原油換算 0.83L  CO₂削減量 1.6kg 

 

参考：経済産業省資源エネルギー庁「省エネポータプルサイト/家庭向け省エネ関連情報/無理のない省エネ節約」 

照明 
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OA機器  

☆90分以内の離席なら、スリープ機能を活用する 

シャットダウンは完全に電源をオフにしますが、スリープはすばやく復帰できるよう、

低消費電力状態で待機します、PCで最も電力を消費するのは、シャットダウンや起動を

実行するときです。そのため、短い時間でシャットダウンを繰り返すと、かえって電力を

多く消費してしまいます。 

 

 

参考：日本マイクロソフト㈱ Windowsパソコンを節電して使う術 

☆ディスプレイの明るさを 40％に調整するだけで、約 23％の節電に 

PCを使用する時に消費電力の大きな部分を占めるのがディスプレイです。調査に

よると、輝度 40％にすると、輝度 100%の時に比べて約 23%の節電になります。無

理に暗くする必要はありませんが、視認性に問題のない範囲でディスプレイの明るさ

を抑えることは、とても効果的な節電対策です。

 
参考：日本マイクロソフト㈱ Windowsパソコンを節電して使う術 

 

参考文献：日本マイクロソフト㈱ Windows パソコンを節電して使う術 
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  取組施策３ 移動時の取組                   

 

スマート 

ムーブ 

公用車による移動を控え、公共交通機関を積極的に利用する。 

近距離は、徒歩や自転車で移動する。 

相乗りするなど公用車の使用を工夫する。 

エコ 

ドライブ 

急発進、急加速、急ブレーキ等無理な運転をしないなど、「エコドライブ 10の

すすめ」を徹底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆エコドライブ 10のすすめ 

 エコドライブとは、燃料消費量や温室効果ガス排出量を減らし、地球温暖化防止に

つなげる「運転技術」や「心がけ」です。また、交通事故の削減にもつながる安全な

運転のことでもあります。 

 

①自分の燃費を把握しよう 

②ふんわりアクセル「eスタート」 

③車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転 

④減速時は早めにアクセルを離そう 

⑤エアコンの使用は適切に 

⑥ムダなアイドリングはやめよう 

⑦渋滞を避け、余裕をもって出発しよう 

⑧タイヤの空気圧から始める点検・整備 

⑨不要な荷物はおろそう 

⑩走行の妨げとなる駐車はやめよう 

参考：環境省「COOL CHOICE※/エコドライブ 10のすすめ」 
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  取組施策４ ごみの排出量削減に関する取組            

全般 

ごみの分別回収や資源ごみのリサイクルなど、ごみの適正処理を図る。 

事務用品等で不要になった場合、使用可能なものは他部署で再利用する。 

使い捨て用品の購入を控え、詰め替え用品を積極的に使用する。 

コピー機、プリンター等のトナーカートリッジはメーカーで再利用する。 

納品物の簡易包装化を図る。 

マイボトルを持参し、マイボトル用給水機を利用する。 

ペットボトルや使い捨てコップの利用を控える。 

昼食等買い物時には、マイバックを持参する。 

市が主催するイベントの実施に当たっては、ごみの分別、リユース製品やリサイ

クル製品を積極的に活用し、併せて会場の冷暖房の温度設定の適正化、参加者へ

の公共交通機関の利用を奨励する。 

庁内で開催する各種会議等におけるペットボトル飲料の使用を控える。 

弁当及び飲料容器は、リターナブル容器で販売されるものの購入に努める。 

ペーパ 

レス 

「門真市会議等のペーパレス化実施方針」を実行し、使用枚数の削減及び書類の

電子化や電子決裁の徹底等を図り、ペーパレス化に一層取り組む。 

 

 

 

 

 

  取組施策５ 環境意識を醸成するための取組            

 

全般 

本計画の周知・理解の促進を図り、地球温暖化対策の重要性を全職員の共通

認識とする。 

庁内向けに地球温暖化対策に係る最新情報や取組を発信し、情報共有する。 

食品ロス削減に関する啓発や、エコドライブ研修等、普段の行動変容につな

がる研修を実施する。 

グリーン 

購入※ 

グリーン購入調達方針に則り、グリーン購入を推進する。 

物品の調達にあたっては、環境ラベル（エコマーク、グリーンマークなど）

のある製品を優先して購入する。 

PPC用紙については、総合評価値が 80以上かつ古紙パルプ配合率 70％以上

の再生紙を目安とし、その他の用紙類についても、再生紙を使用する。 

印刷物については、再生紙を使用するものとし、古紙パルプ配合率を明記す

るよう努める。 

環境配慮 

契約※ 

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法

律に基づき、庁内方針を作成し、環境配慮契約の推進に努める。 
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  取組施策１ 施設や設備等の運用の見直し            

 

全般 施設ごとに毎月のエネルギー使用量を把握する。 

照明 定期的に清掃し、適正な時期で交換する。 

空調 

フィルターを定期的に清掃、交換する。 

サーバールームの冷房については、機器の性能が確保できる範囲で可能な限り

設定温度を上げる等の適切な運用に努める。 

公用車 

公用車一台ごとや燃料設備ごとの走行距離、燃費等を把握するなど燃料使用量

の調査をきめ細かく行う。 

タイヤ空気圧調整等の定期的な点検や整備を実施する。 

使用実態に応じて台数を見直し、車両の適正配置に取り組む。 

その他 

植栽への散水は、雨水の利用や天候を考慮して行う。 

施設の管理運営を民間事業者へ委託するにあたっては、仕様書等に温室効果ガ

スの排出量削減の取組に関する記載をする。 

 

 

 

 

 

  取組施策２ 省エネルギー設備等の導入促進            

 

全般 

省エネルギー対策を徹底し、温室効果ガスの排出の削減を図る。 

公共施設の新設・改修時には、ZEB※化を検討し導入を図る。 

省エネルギー診断の実施にあたっては、国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律の基本方針に基づき進める。 

エネルギー管理の徹底を図るため、BEMS※の導入を検討する。 

導入実績が必ずしも多くない新たな技術を用いた設備等であっても、高いエネ

ルギー効率や優れた温室効果ガス排出削減効果等を確認できる技術を用いた

設備等については、率先的導入に努める。 

ESCO事業※の導入を検討する。 

照明 

公共施設の新設・照明設備の改修時には、LED照明を標準設置する。 

既存の公共施設においても、計画的に執務室の LED照明への切替えを行い、

計画期間終了までに導入割合を 100％とする。 

LED照明の設置にあたっては、高効率のものを採用する。 

人感センサー付き照明機器の導入を図る。 

基本目標２ 公共施設における省エネルギー・創エネルギーの導入促進 
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空調 

新設・改修する際は、温室効果ガスの排出の少ない高効率な機器の導入を図る。 

既存の設備についても、温室効果ガスの排出の少ない高効率な機器への計画的

な更新を図る。 

既存設備において、冷却性能の低下等の異常が認められる場合は、効率低下や

冷媒の漏洩を防止するため、速やかに必要な措置を講じる。 

公用車 

代替可能な電動車※がない場合等を除き、新規購入・更新は原則電動車とし、

計画期間終了までに全て電動車とする。 

電動車の導入にあたっては、シェアリングの活用も検討する。 

その他 

屋根、外壁等への、断熱材の使用や断熱性の高い建具の使用を図る。 

窓は、複層ガラスや二重窓、窓のひさしやブラインドシャッターの導入等、断

熱性能の向上を図る。 

庁舎等の敷地に植栽を施し、緑化や緑地等の整備を推進する。 

OA機器や家電等の機器について、旧型のエネルギーを多く消費するものにつ

いては廃止又は省エネルギー型のものへ買換えを図る。 

公共施設においては、EV車の充電設備の導入を図る。 

自動販売機の設置にあたっては、照明に LEDを使用するなどエネルギー消費

が少なく、フロン類を使用しない機器等を基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆電動車と ZEV※について 

ZEVとは Zero Emission Vehicle（ゼロエミッション・ビークル）の略称で、電気自動車（EV）

プラグイン・ハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）を指し、これにハイブリッ

ド自動車（HV）を合わせたものを電動車と呼びます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：大阪府「おおさか電動車普及戦略」 
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☆ZEBとは 

Net Zero Energy Building(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の略称で、「ゼブ」と呼びます。

快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにするこ

とを目指した建物のことです。 

建物の中では人が活動しているため、エネルギー消費量を完全にゼロにすることはできませ

んが、省エネによって使うエネルギーを減らし、創エネによって使う分のエネルギーをつくる

ことで、エネルギー消費量を正味でゼロにすることができます。 

また、ゼロエネルギーの達成状況に応じて、４段階の ZEBシリーズが定義されています。 

  

参考：環境省「ゼブ・ポータル」 
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  取組施策３ 再生可能エネルギー※の導入促進            

 

電力の調達 
計画期間終了までに、調達する電力の 60％以上を再生可能エネルギー電力と

する。 

太陽光発電 

計画期間終了までに、設置可能な建築物の 50％以上に太陽光発電設備を設置

する。 

導入にあたっては、PPAモデル※の活用を前提に検討する。 

太陽光発電により生じた余剰電力の更なる有効利用及び災害利用等を考慮し、

蓄電池や燃料電池の導入を図る。 

その他 
建築物の規模、構造等の制約を考慮しつつ、地中熱、太陽熱等の再生可能エネ

ルギー熱を使用する冷暖房設備や給湯設備等の導入を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆門真市公共施設等への太陽光発電設備導入基本方針策定 

門真市公共施設等総合管理計画に基づき、設置可能な建物系公共施設への太陽光発電設備導入

を実現するため、2022年度に導入可能性調査を実施しました。 

本市では 107の公共施設を保有していますが、①用途、構造、耐震性、②建築面積、③立地状

況、④残耐用年数（使用予定）、⑤既存関連設備等の導入状況、⑥改修実績・改修計画、⑦補助事

業による施設での考慮事項等の抽出条件を設定し、太陽光パネル等設置要件調査、事業性評価を

行ったうえで、35の太陽光発電設備導入可能施設を選定しました。 

また、2023年度に、国の「地域脱炭素ロードマップ」の目標である 2030年度までに設置可

能な建物系公共施設の約50％、2040年度までに100％の太陽光発電設備の導入にあわせ、2030

年度までに 18施設、2040年度までに 35施設全てに太陽光発電設備導入を目指す太陽光発電施

設導入基本方針を策定したことにより、ゼロカーボンシティへの加速化と計画的な脱炭素化の推

進を後押しします。 

 

 

 

 

 

 

参考文献：大阪府「おおさか電動車普及戦略」 
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  取組施策４ クリーンセンターでの焼却量削減に関する取組     

 

発生抑制と 

減量 

市民向け講座を実施する等食品ロス削減のための啓発をする。 

事業系ごみの減量のための啓発・指導を行う。 

使い捨てプラスチック削減のために、イベント等で利用できるリユース食器の

貸出を行う。 

災害用備蓄食料のフードバンク寄附等の取組を積極的に行う。 

再資源化 

事業者と連携して小型家電やステンレス製ボトルの回収を行う等、新しいリサ

イクルルートを確立する。 

プラスチックごみについて、プラスチック資源循環法に基づき、分別回収に取

り組み、再商品化ルートを確立する。 

再生資源集団回収活動の啓発を行う。 

庁舎の敷地内で剪定した枝や落葉樹等は、再生利用を行い、廃棄物としての排

出の削減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆もりぐち・かどまプラスチックごみゼロ宣言 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府と大阪市では、使い捨てプラスチック削

減のさらなる推進やプラスチックの資源循環

などを盛り込んだ「おおさかプラスチックごみ

ゼロ宣言」を共同で実施しました。 

本市においても、この宣言に賛同し、プラスチ

ックごみゼロを目指し、幅広く、効果的に市民

および事業者に対して周知するとともに、プラ

スチックごみ削減に取り組む姿勢を明確に示

すため、門真市・守口市・守口門真商工会議所

と「プラスチックごみゼロ宣言」を 2019 年

６月 10日に共同宣言しました。 
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５ 進捗管理の仕組み 
 

（１）推進体制 

 1）門真市エコオフィス推進委員会                   

  副市長を委員長、温暖化対策を所管する部局の長を副委員長とし、その他の委員

（各部局長）で構成する。本計画の推進状況の報告を受け、取組方針の指示を行う。 

また、本計画の改定・見直しに関する協議・決定を行う。 

 

 ２）エコオフィス推進員                        

  各課に 1名配置し、原則各課の長を推進員とする。各課において、実行計画の取

組及び環境保全意識の向上を図り、その状況を事務局に定期的に報告する。 

 

（２）計画の進行管理 

  本計画は、Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4

段階を繰り返すことによって点検・評価・見直しを行う。 

エコオフィス推進員を通じて、エネルギー等の使用状況や温室効果ガス排出量を

取りまとめ、エコオフィス推進委員会に報告する。委員会では、毎年計画の進捗状

況を点検し・目標の達成に向けた評価を行うとともに、取組の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Do（実行） 

・各課・各施設での取組推進 

・研修等の実施 

Plan（計画） 

・取組方針・目標の決定 

・各課・施設に実行指示 

Check（評価） 

・「温室効果ガス総排出量」算定 

・活動実績等の報告・評価 

Act（改善） 

・結果の公表 

・次年度の取組方針見直し 
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（３）計画の公表 

  地球温暖化対策推進法第 21条第 15項に基づき、本市のホームページ等で毎年

進捗状況を公表する。 
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資 料 編 

 

１ グリーン購入※調達方針 
 

    グリーン購入調達方針 

 

 門真市では：    

 市の事務・事業において使用する製品や、提供を受けるサービスについては、

次の取組を行い、グリーン調達を推進する。 

 

 グリーン購入とは：    

 自治体や企業が製品やサービスを購入する際、必要性を十分に考慮し、価格や

品質、利便性、デザインだけでなく環境のことを考え、環境への負荷ができるだ

け小さいものを優先して購入することで、それらを製造・提供する事業者の環境

負荷低減努力を促そうとするものである。 

 

 １ 製品等を調達する際には、その製品が本当に必要かどうか十分に考慮するとと

もに必要かつ適正な量の調達を図る。 

≪製品等を調達する際には、次に掲げる原則に従ってその選定を図る。≫ 

 

  （１） 資源採択から、製造、流通、使用、廃棄までの製品ライフサイクルが全

体を通じて生じる環境負荷が相対的に小さい物を調達し、環境負荷の大小

の判断に当たっては次の事項を考慮する。 

 

     １）長期的使用が可能なこと。 

 冷蔵庫、テレビ、自転車などは、故障しても修理や部品交換がしやす

く、アフターサービスが充実しているかどうかを考慮する。 

 繰り返し使える物であること。 

 詰め替え商品などそのまま繰り返し使えるか、さらに再利用するため

に購入者が容易に利用できる回収システムがあるかどうか考慮する。 

 

     ２）リサイクルが可能なこと。 

 繰り返し使用できない物は、リサイクルしやすい素材を使用している

か、素材ごとに分離・分解・分別が容易な設計がされているか、購入者

が容易に利用できる回収システムがあるかどうか考慮する。 
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     ３）資源やエネルギーの消費が少ないこと。 

 少ない資源やエネルギーで製造され、また、流通段階や使用中に資源

やエネルギー消費量が少ないかどうかを考慮する。 

 

     ４）再生された素材や再使用された部位・部品を多く使用していること。 

 

     ５）環境や人体に被害を与えるような物質の使用及び放出が従前より削減

されていること。 

 オゾン層破壊物質、重金属、有機塩素化合物等、環境中に放出される

と環境や人体に被害を及ぼす恐れのある物質を使用していないか。 

 

     ６）資源を持続可能な方法で採取し、有効利用していること。 

 

     ７）処理や処分が容易なこと。 

焼却や埋め立て処分による環境負荷を相対的に小さいものとなるよ

うに、配慮して設計されているかどうか考慮する。 

 

  （２） 製品や製造・販売・サービス事業者に関する環境情報を入手・活用して

調達する。 

 

 ２ 事務用品の調達に当たり、環境ラベルのついている製品を優先的に選択する。 

 

 ３ 契約担当課が単価契約するなかで、環境に負荷をかけない商品を選択する。 

 

 ４ 地球温暖化防止と大気汚染防止のために今後導入する公用車は原則電動車とする。 
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２ 用語集 
 

【あ行】 

 （温室効果ガス総排出量） 

   地球温暖化対策の推進に関する法律施行令に定められている「地球温暖化係数」

に基づき、各温室効果ガス排出量を二酸化炭素に換算して合算したもの。 

  

【か行】 

 （カーボンニュートラル） 

   二酸化炭素等の温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、その排出量を「実

質ゼロ」に抑えるという概念のこと。 

 

（環境配慮契約） 

   製品やサービスを調達する際に、環境負荷ができるだけ少なくなるような工夫

をした契約です。国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律の基本方針

では、電力の購入、自動車の調達、船舶の調達、ESCO事業、建築設計、産業廃

棄物の処理の６つの契約類型が定められている。 

  

（グリーン購入） 

   製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境へ

の負荷ができるだけ少ないものを選んで購入すること。本市でもグリーン購入調

達方針を定め、グリーン購入を推進している。 

 

【さ行】 

 （再生可能エネルギー） 

   エネルギー源として永続的に利用することができると認められるものとして、

「太陽光」「風力」「水力」「地熱」「バイオマス」等の自然界に存在するエネルギ

ーのこと。温室効果ガスを排出しないことが特徴。 

 

【た行】 

（脱炭素社会） 

  地球温暖化の原因とされる二酸化炭素排出量実質ゼロになった社会のこと。 

  

（デコ活） 

  環境省が呼びかける「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」

の愛称のこと。 
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（電動車） 

  ゼロエミッション車（ZEV(Zero Emission Vehicle)）及びハイブリット車（HV）

のこと。 

 

【わ行】 

（ワーク・ライフ・バランス） 

多様な働き方が確保されることによって、仕事と生活を調和させ、性別・年齢を

問わず、働きやすい仕組みをつくること。 

 

【英字 A～Z】 

（BEMS）（ベムス） 

Building Energy Management Systemの略で、建築物全体での徹底した省 

エネルギー・省 CO₂ を促進するため、エネルギーの使用状況を表示し、照明や 

空調等の機器・設備について、最適な運転の支援を行うビルのエネルギー管理シス 

テムのこと。 

 

（COOL CHOICE） 

脱炭素社会づくりに貢献する「製品への買換え」、「サービスの利用」、「ライフス

タイルの選択」など、日々の生活の中で、あらゆる「賢い選択」をしていこうと

いう取り組みのこと。 

 

（CNG） 

天然ガス（Compressed Natural Gas）のこと。 

 

 （ESCO事業）（エスコじぎょう） 

Energy Service Company事業の略で、省エネルギー改修にかかる全ての経費

を光熱水費の削減分で賄う事業のこと。ESCO事業者は、省エネルギー診断、設

計・施工、運転・維持管理、資金調達などにかかる全てのサービスを提供。また、

省エネルギー効果の保証を含む契約形態（パフォーマンス契約）をとることによ

り、自治体の利益の最大化を図ることができるという特徴がある。 

 

 （IPPC） 

   Intergovernmental Panel on Climate Changeの略で「気候変動に関する政

府間パネル」と呼び、気候変動に関する最新の科学的知見について評価を行い、

定期的に報告書を作成している組織のこと。 

 

（LPG） 

液化石油ガス（Liquefied Petroleum Gas）のこと。 
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 （PPAモデル） 

Power Purchase Agreementモデルの略で、発電事業者が発電した電力を特定

の需要家等に供給する契約方式。事業者が需要家の屋根や敷地に太陽光発電シス

テムなどを無償で設置・運用して、発電した電気は設置した事業者から需要家が

購入し、その使用料を PPA 事業者に支払うビジネスモデルのこと。 

 

（ZEB）（ゼブ） 

Net Zero Energy Buildingの略で、先進的な建築設計によるエネルギー負荷の

抑制や自然光・風などの積極的な活用、高効率な設備システムの導入等により、

エネルギー自立度を極力高め、年間のエネルギー消費量の収支をゼロとすること

を目指した建築物のこと。 

 

（ZEV）（ゼブ） 

Zero Emission Vehicleの略で、走行時（PHVは EVモード走行時）に、二酸

化炭素等の排出ガスを出さない電気自動車（EV)、プラグイン・ハイブリッド自動

車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）のこと。 
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３ データ 
 

（１）エネルギー別使用量等 

 
 

（２）項目別温室効果ガス排出量（CO₂換算） 
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